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適合しなくなる場合には、省エネ基準に適合させたいという建築主の意向に沿わない
設計となる可能性があるため、トラブル防止の観点から再度、建築主に対して説明を
行うことが望ましいと考えられます。当初の説明において省エネ基準に適合しており、
設計変更後も省エネ基準に適合している場合であっても、設計変更後に再度、建築主
に対して説明を行うことは問題ありません。

これらの説明等については、対面により実施するほか、テレビ会議等のＩＴを活用し
て実施することも可能です。実施方法の詳細および留意点等については、国土交通省
ホームページをご覧ください。

〇ＩＴを活用した説明の実施において遵守すべき事項
①建築主の意向確認・事前同意

建築主の意向を事前に確認し、対面ではなくＩＴを活用した方法により説明を
実施する場合は、書面やメール等の記録として残る方法で、建築主から事前同意
を得る必要があります。

②建築主のＩＴ環境の事前確認
ＩＴを活用した説明で求められるやり取りが十分可能なＩＴ環境を、建築主が
用意できることを事前に確認します。

③説明書の事前送付
建築主の手元に、説明を実施する際に交付する書面（以下「説明書」と記載しま
す）がある状態で行われる必要があるため、説明の実施に先立ち、建築主に説明
書を書面で事前に送付する必要があります。

④ＩＴを活用した説明の開始前の建築主の準備の確認
説明の開始前に、今から建築主が説明書を確認しながら説明を受けることがで
きる状態にあること及びＩＴを活用した説明を実施するためのＩＴ環境が整っ
ているかを確認します。

⑤建築主の本人確認
建築士は説明の開始前に、テレビ会議等の画面上で公的な身分証明書等で、建築
主が本人であることを確認します。

⑥建築士免許証等の提示
建築士は説明の開始前に、テレビ会議等の画面上で建築士免許証等を提示し、建
築主に建築士の画面上の顔と建築士免許証の写真の顔と比べ、同一人物である
ことを確認してもらいます。

なお、接続トラブル等によりＩＴを活用した説明を中断した場合、建築主の希望によ
って、残りの部分を対面による説明に切り替える対応も可能です。


	空白ページ

